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連絡先

制度・操作に関するお問い合わせは、
『ブロードバンドサービスに関するユニバーサルサービス制度に係る電気通信回線設備の規模等の報告 及び ブロードバンドサービスエリア
調査に対する報告に関する報告マニュアル』（以下、マニュアル）に記載の連絡先までお願いします。









































































７．２ 前年度データの参照

前年度のデータを元に本年度の提供区域報告を行う場合、以下の方法で提供区域データを取り込みすることで提供区域報告の
作業を減少することが可能です。
また、前年度のデータを取り込んだツールのフォルダをコピーしツールを実行することで、複数のツールを起動することができます。
方法）

前年度のCSVファイル（提供区域データ）をテキストエディタ又はExcelで開き、法人番号に関するヘッダおよびデータ項目
を修正し、提供区域報告ツールで取り込みをする。
※ CSVファイル（提供区域データ）の編集方法については別紙「提供区域データの法人番号修正手順説明書」参照。
※ 提供区域報告ツールで取り込みについては「４．１ CSVファイルの取込」（２４頁）参照。

７．入力データの管理
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７．２．１ 令和７年度（令和６年度提供区域報告実施）







８．画面項目の説明
８．１ 画面項目の説明
画面項目の定義は下記の通りとします。
No. 画面項目名 定義

1 提供している第二号基礎的
電気通信役務

当該区域において、提供している第二号基礎的電気通信役務の種別のこと。

２ 提供可能世帯割合 電気通信事業法施行規則第14条の５第１項第１号に規定する電気通信回線設備の規模のこと。詳細
は、マニュアルを確認してください。

３ 公設 電気通信事業法施行規則第14条の５第１項第３号に規定する端末系伝送路設備の所有者が地方公
共団体であること。詳細は、マニュアルを確認してください。

４ 一年以下 電気通信事業法施行規則第14条の５第１項第２号に規定する第二号基礎的電気通信役務の提供期
間が、年度末時点で一年以下であること。詳細は、マニュアルを確認してください。

５ 施行日時点での提供50%
以下

施行日時点（2023年6月16日）で電気通信事業法施行規則第14条の５第１項第１号に規定する
電気通信回線設備の規模が50%以下であったこと。

６ 施行日時点での公設 施行日時点（2023年6月16日）で電気通信事業法施行規則第14条の５第１項第３号に規定する
端末系伝送路設備の所有者が地方公共団体であったこと。
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１０．結合条件の説明
１０．１ 結合条件の説明
提供区域CSVファイル内容を本ツールに登録されている提供区域の情報に結合する条件は下記の通りです。
【民間事業者用】
No. 内容 条件

1 提供している第二号基礎的電気通信役務の種別
の入力が異なる町字

入力されている種別の第二号基礎的電気通信役務を「提供」として表示します。

２ 提供可能世帯割合が異なる町字 提供可能世帯割合の入力情報のうち、より大きい値に統一します。

３ 公設の有無が異なる町字 「公設」であるとして統一します。

４ 一年以下の有無が異なる町字 「一年以下」であるとして統一します。

５ 施行日（令和5年6月16日）時点で提供可能世
帯割合が50%以下の有無が異なる町字

提供可能世帯割合が「50%以下」であるとして統一します。

６ 施行日（令和5年6月16日）時点で公設の有無
が異なる町字

「公設」であるとして統一します。

7 その他の欄の記載が異なる 内容を両方とも保持します。
※ ただし、100文字を超える場合にはその超える部分を切り捨てます。
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※No.２～６までについては、提供している第二号基礎的電気通信役務の種別の入力が同一の時に、結合時の入力情報が異
なる場合の条件となります。



１０．結合条件の説明
１０．１ 結合条件の説明
提供区域CSVファイル内容を本ツールに登録されている提供区域の情報に結合する条件は下記の通りです。
【地方自治体用】
No. 内容 条件

1 提供している第二号基礎的電気通信役務の種別
の入力が異なる町字

入力されている種別の第二号基礎的電気通信役務を「提供」として表示します。

２ 提供可能世帯割合が異なる町字 提供可能世帯割合の入力情報のうち、より大きい値に統一します。

３ 公設の有無が異なる町字 強制的に「公設」にします。

４ 一年以下の有無が異なる町字 「一年以下」であるとして統一します。

５ 施行日（令和5年6月16日）時点で提供可能世
帯割合が50%以下の有無が異なる町字

提供可能世帯割合が「50%以下」であるとして統一します。

６ 施行日（令和5年6月16日）時点で公設の有無
が異なる町字

強制的に「公設」にします。

7 その他の欄の記載が異なる 内容を両方とも保持します。
※ ただし、100文字を超える場合にはその超える部分を切り捨てます。
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※No.２、４、５については、提供している第二号基礎的電気通信役務の種別の入力が同一の時に、結合時の入力情報が異な
る場合の条件となります。



１１．動作環境
１１．１ 動作条件
本ツールは以下の環境で動作します。
• OS：Windows10、 Windows11
• Microsoft Defender又は TrendMicro ApexOne
• .Net Framework 4.8以降
• 解像度：FHD（1920×1080）以上（ 「ディスプレイ」の「拡大縮小とレイアウト」を「125%（推奨）」の場合）

HD+（1600×900）以上（ 「ディスプレイ」の「拡大縮小とレイアウト」を「100%（推奨）」の場合）
※ WSXGA+（1680×1050）以上推奨
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